
観光振興に関する今後の取組

平成２８年９月３０日
観光庁観光地域振興課

平林 剛



１．観光の現状
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訪日外国人旅行者数の推移
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ビジット・ジャパン
開始

万人

出典：ＪＮＴＯ（日本政府観光局）

1月：185.2万人 (52.0％増）

2月：189.1万人 (36.4％増）

1606.0万人
(24.7%増)

3月：201.0万人 (31.7％増）

4月：208.2万人 (18.0％増）

5月：189.4万人 (15.3％増）

6月：198.6万人 (23.9％増）

7月：229.7万人 (19.7％増）

8月：204.9万人 (12.8％増）
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訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）

【2016年上半期（推計値）】

総計
1171万人

アジア 981万人（83.7%）
うち東アジア 848万人（72.4%）
うち東南アジア 126万人（10.8%）

⑤米国
61万人
（5.2%）

②韓国
238万人
（20.3%）

④香港
87万人
（7.4%）

③台湾
216万人
（18.4%）

①中国
308万人
（26.3%）

その他
47万人
（4.0%）

欧州主要
5ヵ国
44万人
（3.8%）

北米
74万人
（6.3%）

インドネシア
13万人（1.1%）

オーストラリア
23万人（2.0%）

スペイン
3万人（0.3%）

イギリス
15万人（1.2%）

カナダ
13万人（1.1%）

ベトナム
12万人（1.0%）

フィリピン
18万人（1.5%）

シンガポール
16万人（1.4%）

マレーシア
18万人（1.6%）

※ （ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア
※ その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。
※ 数値は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しない場合がある。
※ 日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成

インド
6万人（0.5%）

⑥タイ
49万人
（4.1%）

フランス
12万人（1.0%）

ドイツ
9万人（0.8%）

イタリア
5万人（0.4%）

ロシア
3万人（0.2%）

【2015年（確定値）】

総計
1974万人

アジア 1637万人（82.9%）
うち東アジア 1420万人（71.9%）
うち東南アジア 207万人（10.5%）

⑤米国
103万人
（5.2%）

②韓国
400万人
（20.3%）

④香港
152万人
（7.7%）

③台湾
368万人
（18.6%）

①中国
499万人
（25.3%）

その他
86万人
（4.3%）

欧州主要
5ヵ国
82万人
（4.1%）

北米
126万人
（6.4%）

インドネシア
21万人（1.0%）

オーストラリア
38万人（1.9%）

スペイン
8万人（0.4%）

イギリス
26万人（1.3%）

カナダ
23万人（1.2%）

ベトナム
19万人（0.9%）

フィリピン
27万人（1.4%）

シンガポール
31万人（1.6%）

マレーシア
31万人（1.5%）

インド
10万人（0.5%）

⑥タイ
80万人
（4.0%）

フランス
21万人（1.1%）

ドイツ
16万人（0.8%）

イタリア
10万人（0.5%）

ロシア
5万人（0.3%）
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○ 2015年の訪日外国人旅行消費額は、前年（2兆278億円）に比べ71.5％増の3兆4,771億円となり、年間値で初めて3兆円を突破し、

過去最高値を記録。

○ 国籍・地域別に旅行消費額をみると、中国が14,174億円（対前年比153.9％増）と最も大きく、全体の4割を占めている。次いで、台

湾5,207億円（同46.9％増）、韓国3,008億円（同43.9％増）、香港2,627億円（同91.8％増）、米国1,814億円（同23.0％増）の順と

なっており、これら上位5カ国で旅行消費額全体の4分の3以上を占めている。

旅行消費額と訪日外客数の推移

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」、日本政府観光局(JNTO)

国籍・地域別の訪日外国人旅行消費額と構成比

訪日旅行の外国人消費額
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国内における旅行消費額（2015年（平成27年））

24 .8兆円

観光庁「旅行・観光消費動向調査」、「訪日外国人消費動向調査」より算出

単位：兆円

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

日本人国内宿泊旅行 15.4 14.8 15.0 15.4 13.9 15.8 

日本人国内日帰り旅行 5.1 5.0 4.4 4.8 4.5 4.6 

日本人海外旅行（国内分） 1.1 1.2 1.3 1.2 1.1 1.0 

訪日外国人旅行 1.1 0.8 1.1 1.4 2.0 3.5 

合計 22.7 21.8 21.8 22.8 21.6 24.8 

旅行消費額の推移について（2010年～2015年）

日本人海外旅行（国内分）
1.0兆円（3.9%）

日本人国内日帰り旅行
4.6兆円（18.5%）

訪日外国人旅行
3.5兆円（14.0%）

日本人国内宿泊旅行
15.8兆円（63.6%）
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定住人口は２０１５年国勢調査 人口速報集計結果（総務省）、定住人口１人当たり年間消費額は２０１５年家計調査（総務省）による。
旅行消費額の訪日外国人旅行は訪日外国人消費動向調査（２０１５年）より算出、国内旅行は旅行・観光消費動向調査（２０１５年）より算出。
訪日外国人旅行者はＪＮＴＯ（２０１５年）発表数値、国内旅行者は旅行・観光消費動向調査（２０１５年）より算出。
訪日外国人旅行者１人１回当たり消費額は訪日外国人消費動向調査（２０１５年）、国内旅行者（宿泊/日帰り）１人１回当たり消費額は旅行・観光消費動向調査（２０１５年）より算出。
定住人口1人減少分に相当する旅行者人数は、定住人口１人当たり年間消費額を訪日外国人旅行者又は国内旅行者１人１回当たり消費額で除したもの。 （※観光庁資料）

観光交流人口増大の経済効果（２０１５年）

定住人口１人減少分

減少

外国人旅行者８人分

国内旅行者（宿泊）２５人分

国内旅行者（日帰り）８０人分

又は

又は

拡大

＋

定住人口＝１億２，７１１万人
１人当たり年間消費額＝１２５万円

国内旅行者（宿泊＋日帰り）

うち宿泊 ３億２，１９９万人
うち日帰り ２億９，１７３万人

１人１回当たり消費額
宿泊 ５万０，５２０円
日帰り １万５，７５８円

訪日外国人旅行者

１人１回当たり消費額
１７万６，１６７円

１，９７４万人 ６億０，４７２万人 <延べ人数>

訪日外国人旅行３．５兆円 国内旅行（海外分除く）２０．４兆円

うち宿泊旅行 １５．８兆円
うち日帰り旅行 ４．６兆円

旅行消費額

○定住人口１人当たりの年間消費額（125万円）は、旅行者の消費に換算すると外国
人旅行者8人分、国内旅行者（宿泊）25人分、国内旅行者（日帰り）80人分にあたる。
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観光による地方創生
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２．明日の日本を支える観光ビジョンと
2020年オリンピック・パラリンピック
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「明日の日本を支える観光ビジョン」－世界が訪れたくなる日本へ－ 今後の方向性

観光振興に必要な４条件

自然 文化

気候食

観光振興の4条件

観光資源を真に開花

観光を１億総活躍の場に

「地方創生」「GDP600兆円」

我が国を観光先進国に

観光産業を基幹産業に

今後の方向性
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明日の日本を支える観光ビジョン
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明日の日本を支える観光ビジョン
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「2020年オリンピック・パラリンピック」後も見据えた観光振興

【概要】
○平成28年3月にとりまとめられた「明日の日本を支える観光ビジョン」において、訪日外国人旅行者数を2020年に4000万
人とする等の目標を設定。
○「明日の日本を支える観光ビジョン」及び「観光ビジョン実現プログラム2016」にもとづき、オリンピック・パラリンピック後も見据え
た訪日プロモーションの戦略的高度化や、オリンピック・パラリンピックに向けたユニバーサルデザインの推進等を実施。

・世界的な広告会社の活用等を通じ、日本の観光ブランドイメージ
を確立し、戦略的に展開
・海外の著名人やメダリストが各地で日本文化を体験する映像を
制作し、海外キー局で配信
・2019年ラグビーＷＣの開催等を契機とした日本各地の魅力の
発信 等

・スポーツ振興を通じた国内外からの誘客
・地方への旅行の促進（広域観光周遊ルート 等）
・ホストタウンの推進 等

・無料公衆無線ＬＡＮ環境整備
・多言語対応の改善・強化
・東京駅の案内等の改善
・決済環境の改善
・通訳案内士、ボランティアガイドの活用
・外国人旅行者の災害対応
・宿泊施設の供給確保及び情報提供 等

文化プログラムの機会を活用し、日本文化等の魅力を発信 等
（例）世界に誇るべき有形・無形の文化財や、季節感一杯の

祭り・花火、地域の伝統芸能、食

○オリンピック・パラリンピック後も見据えた訪日プロモーションの戦略
的高度化

○全国各地での文化プログラムの開催

○オリンピック・パラリンピックを機に訪日する外国人旅行者
の受入環境整備

○オリンピック・パラリンピック開催効果の地方への波及

メディアに向けての情報発信
(JAPAN On-line MEDIA CENTER）

高齢者・障がい者等を含む誰もが安心して旅行を楽しむことがで
きる環境の整備 等

○オリンピック・パラリンピックに向けたユニバーサルデザインの推進

バリアフリー相談窓口
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オリンピック・パラリンピック後も見据えた訪日プロモーションの戦略的高度化

【概要】
2020年オリンピック・パラリンピックによって日本への関心が高まる中、世界中に向け、日本各地がそれぞれすばらしい観光地であること
を強力かつ戦略的にアピールする。
【進捗状況】
・リオ大会開催期間中に「Tokyo 2020 Japan House」へのビジット・ジャパンブースの出展や、「JAPAN On-line MEDIA CENTER」の開
設、グローバルメディアを活用したプロモーション等を実施。
・日本の観光ブランドイメージ確立に向けての取り組みを検討中。

・カナダの金メダリストであるドノバン＝ベイリー氏をキャストとして起用し、次回開催地であ
る東京や地方の観光地を体験する動画を作成し、次回開催国への注目が高まるリオ大会
会期終了前後に、ＢＢＣ・ＣＢＳを活用して世界中に配信。
・大会期間中、ロイターやＡＰ通信と連携し、世界各国のメディアに向けて日本を紹介する
ニュース素材の映像を制作し、各国でのニュース掲載を促進。

・２０２０年東京オリンピック・パラリンピック組織委員会が設置する「Tokyo 2020 Japan 

House」内の日本政府エリアにビジット・ジャパンブースを出展。
・パンフレット配布、フェイスブックファン登録促進、観光素材の動画の放映など訪日プロ
モーション活動を実施。
・８月１８日、政府エリア内の共用ステージにてメディアイベントを実施。世界中のメディア
に向けて、オンライン・メディア・センターの開設を発信。

【Tokyo 2020 Japan House概要】
設置期間：８月５日～２１日／ ９月７日～１８日
場所：シダージ・ダス・アルテス
（オリンピックパークや選手村近くの大型複合文化施設）
【政府エリア参加府省庁】
内閣府、総務省、国税庁、スポーツ庁、文化庁
農林水産省、経済産業省-ＪＥＴＲＯ

・海外メディア等が自由に編集・加工することが出来
る、日本各地の観光地、文化・伝統、食等の著作権
フリーの映像素材・画像素材を格納したサイトを開
設。
・８月１８日に実施したイベントにて、メディアキットを
世界中のメディア関係者に配布。開設の告知と、登
録・利用を促進。

・世界的な広告会社や、海外
の知日派によるアドバイザ
リーボードを活用し、質の高
い観光地としての、日本の観
光ブランドイメージを確立。

イギリス政府観光局による
ロンドンオリンピック時の

「グレート・キャンペーン」の事例
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多言語対応の強化

○各機関の案内と連携しつつ、改善を推進

（改善前）

（改善後）

観光ガイドマップ

表記を一致

道路案内標識

【改善事例】

外国人目線に立って、美術館・博物館、自然公園、観光地、道路、公共交通機関等に共通
する多言語対応ガイドラインを平成26年３月に策定し、各分野において多言語対応の改善・
強化が進行中。

○全国の主要な観光地４９拠点において、
わかりにくい「ローマ字」を「英語」に
改善中
・全国４９拠点のうち４８拠点で現地施工に着手
【平成2８年６月末時点】

○（独）情報通信研究機構が開発した翻訳アプリ
「Voice Tra」（29言語対応）の活用

・一部の県警ではアプリをインストー
ルしたタブレット端末を主要な交番に
試験的に配備。

石川県警：2カ所に計2台（平成27年4月～）
岡山県警：15カ所に計23台（平成27年8月～）
富山県警：4カ所に計4台（平成27年8月～） 街中で案内している様子

(出典元：岡山県警)

駅で案内している様子
(出典元：東京メトロHP)

・東京メトロでは全駅の改札口
にタブレット端末を導入（平成
27年8月～）
全170駅に計870台

※総務省において、平成27年度に
引き続き、平成28年度においても
全国６箇所の観光地等で利活用
実証を7月より開始予定。
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宿泊容量の供給確保および宿泊施設の情報提供

【概要】
○現在、東京のシティホテル・ビジネスホテルの稼働率は、80％超と年々高い水準で推移している。
旅館の稼働率についても、まだ余裕があるものの、近年増加傾向が見受けられる。

○まずは、既存の施設（旅館・近隣県の宿泊施設）の活用を検討。

【進捗状況】
○ＪＮＴＯ（日本政府観光局）のＨＰに、訪日外国人旅行者を対象とした、宿泊施設の窓口サイトを開設し、旅館の情報発信を強化中。
○「宿泊施設不足への対応」について予算要求中。
○「民泊サービス」の活用について、懸念される課題（治安、衛生、近隣トラブル等）に適切に対応しつつ、多様な民泊サービスの健全な普及が図られるよう、必要な法整備に取り組む。

・東京都における宿泊施設の客室稼働率

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

・2016年以降の東京都のホテル新規供給見通し

出典：観光庁宿泊旅行統計調査 第8表より作成

東京都における宿泊施設の現状

出典：週刊ホテルレストラン
事業者プレスリリース、ヒアリング

宿泊施設の情報提供

・ＪＮＴＯ（日本政府観光局）のＨＰにおける情報発信
【訪日外国人旅行者向け情報発信】

【旅館の利用促進】

ビジネスホテル

シティホテル

旅館

2016年2017年2018年2019年2020年 未定 合計

客室数 4,635 5,055 1,782 322
9,690 11,47214,171 15,312累計

2,699 819
4,635 14,990

15,312

15,312
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情報発信の強化に取り組む外国人観光案内所の支援

訪日外国人旅行者にとって利用しやすい観光案内所の整備を促進するため、情報発信の強化を図るため
の経費等の一部について支援（平成２８年度～）

デジタルサイネージ

案内看板

案内地図

ホームページ

案内標識、デジタルサイネージ、ホームページ等の多言語表記等

スタッフ研修費 タブレット

無料公衆無線LAN環境の整備

外国人観光案内所に要する経費

【進捗状況】
○一次募集期間：平成２８年６月２０日～７月２０日
○二次募集期間：平成２８年８月１７日～９月３０日

１．補助対象事業者 民間事業者、地方公共団体及び協議会等で、日本政府観光局が、カテゴリーⅡ以上の認定をした
又は認定する見込みがある案内所
（ただし、平成２８年度のみ熊本県内に設置する案内所に限り、カテゴリーⅠ以上を補助対象とする）

２．補助率 国 ： １／３

３．補助対象経費 ○案内標識、デジタルサイネージ、ホームページ等の多言語表記等に要する経費
○無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備に関する経費
○外国人観光案内所に要する経費（スタッフ研修費、タブレット、開設費用・改修費用等）

各種災害情報の発信

「各種交通機関の運行状況」
「医療機関情報」
「避難所情報」
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■ユニバーサルツーリズム

■ユニバーサルツーリズムの現状と課題

○高齢者の増加
総人口に占める高齢者が増加
（2010年の23％から2030年には36％となる見込み）

○受け手となる観光地
地域における一元的な相談窓口が少ない

○送り手となる旅行会社
ノウハウを持つ一部の旅行会社のみ実施

■ユニバーサルツーリズムの普及促進に向けた取組

◆地域の受入体制強化
・先進事例（伊勢志摩など）を参考にした「地域の受入体制強化マニュアル」の作成
・旅行者からの問い合わせや相談に適切に対応できる一元的な相談窓口の普及

◆旅行商品の供給促進
・旅行会社の意識を高め、社内体制の整備を通じた積極的な旅行商品化を促進
・業界団体による旅行商品の造成推進、障がい者サポート方法の指導等

すべての人が楽しめるように創られた旅行であり、高齢や障がいの有無にかかわ
らず、誰もが気兼ねなく参加出来る旅行のこと

○ 高齢者・障がい者等を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整備するための取組を実施

ユニバーサルツーリズムの普及促進

バリア
がない

旅行に行く

旅行に行かない

バリア
がある

バリアがあり旅行に行かない層
（ＵＴの対象）

バリアが無く旅行に行く層
（制約が生じたときに旅行を諦め
るか？将来のＵＴ対象予備軍）

バリアが無く旅行に
も普段行かない層

バリアがあっても旅行に行く層
（現在のＵＴ市場）

17



３．観光庁等における事業
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訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業

「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」
で議論された受入環境整備の課題

具体的に課題を解決し、大きく前進させる。

国交省の「地方ブロック別連絡会」において
整理した地域における受入環境整備の課題

宿泊施設
不足対策

二次交通対策
地方での
消費拡大に

向けた環境整備

補助
制度

調査・
実証

SNS等を活用した訪日外国人旅行者の不満・要望調査

空室情報提供の強化
貸切バスによる路上混雑緩
和、空港での混雑緩和、駅
等での乗換え不便等解消

H28予算：8,000百万円の内数

決済環境の改善、事故
・急病等への対応
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訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（二次交通対策）

（１）空港、港、鉄道駅、バスターミナル等のインバウ
ンド対応の支援

（２）車両・移動経路・情報提供・交通サービス等
に係るインバウンド対応の支援

二次交通対策

■デジタルサイネージの設置■空港、駅等におけるWi-Fi環境整備

■手ぶら観光の推進 ■企画乗車券の企画・開発支援

■エレベーター・
スロープ等の設
置

■多言語ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝ
ｼｽﾃﾑの設置

■全国主要エリアで利用可能な
交通系ICカードの導入

■ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ対応型鉄道
車両の整備

○ 訪日外国人の入国から、目的地のまでの移動、観光地での交流・体験、宿泊施設での滞在まで、面的に受入
環境整備を支援する補助制度を創設
○ 二次交通対策については、事業者の要望を基に、地方運輸局が作成したリストを、運輸局、都道府県・政令
市、経済団体等から構成されるブロック別連絡会二次交通ＷＧにて了承し、その中から事業を採択する予定

地方での消費拡大
に向けた環境整備

■観光案内所の機能向上
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○ 訪日外国人旅行者数4,000万人、6,000万人の実現に向けて、 訪日外国人旅行者の受入環境の整備が急
務。
○ ハード・ソフト両面からの受入環境整備を通じた訪問時・滞在時の利便性向上を図り、世界最高水準の観光
拠点の整備を加速化。

・観光案内所その他観光拠点情報・交流施設
の整備・改良

・手ぶら観光カウンター

・案内標識、可変式情報表示装置の多言語表記等
（設備が公共性のある施設と一体不可分の関係にあるもの）

訪日外国人旅行者受入基盤整備事業＜ハード系事業＞ 補助率１／３

・ホームドア

・企画乗車船券の発行

・無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備

訪日外国人旅行者受入加速化事業＜ソフト系事業＞ 補助率原則１／３

・交通系ＩＣカード

・ホームページ・案内放送の多言語化

・宿泊施設（無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備、トイレ

の洋式化等）

・交通施設のバリアフリー化

＜支援メニュー例＞

（鉄軌道駅等のエレベーター、
スロープ等）

＜支援メニュー例＞

広域観光周遊ルート内の観光拠点等において、訪日外国人旅行者の受入環境整備を面的に整備

訪日外国人旅行者受入基盤整備・加速化事業

・案内標識、可変式情報表示装置の多言語表記等
（訪日外国人旅行者受入基盤整備事業以外のもの）

※観光拠点を中心として面的に受入基盤を整備していくもの

・受入加速化のための先導的な
調査・検討

H28（第２次補正）：155億円

H29（当初要求） ：155億円
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観光拠点情報・交流施設のイメージ

主要な観光地（※）における
①観光拠点（地域の観光名所）に関する情報提供
②観光拠点に関連した交流機会（体験・学習等）の提供を目的とした施設であって、
③訪日外国人旅行者を含む不特定多数の観光客が随時かつ快適に利用できるもの
（商業施設、劇場、レジャー施設、スポーツ施設、遊技場その他これらに類する施設で営利を目的とする企業が運営するものを除く。）

※広域周遊ルートの観光拠点などインバウンド受入に取組む地域

①新規整備する場合 ②改良する場合

＜施設の規模感＞

観光案内 休憩室・洋式トイレ多言語表示・展示室 体験スペース 無料Wi-Fi環境

＜現状インバウンド対応化されていない既存施設＞

インバウンド対応機能を備えた施設として
新規整備又は内部を改良
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国

交付金（１/２）
都道府県
市町村

【主な対象施設のイメージ】

 ローカルイノベーションに資する公設試験研究機関

（附帯設備を含む）の改修等

 地域経営の視点に立った観光地域づくりに効果的な観

光施設の改修等

 地域全体としてのブランディング戦略の確立に資する

収益施設等（６次産業化施設等を含む）の整備

 生涯活躍のまちの推進に資する多世代交流の拠点施設

（既存施設の改修等を含む）の整備

 移住定住促進のために行う空き施設の改修等

 小さな拠点づくりに資する地域コミュニティ組織の日

常的な活動の場として機能する基幹的な拠点施設の整

備（廃校舎、旧役場、公民館等の改修を含む）

【手続き】

○ 地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画を作成

し、内閣総理大臣が認定。

○ 未来への投資に向けて、地方公共団体の地方版総合戦

略に基づく自主的・主体的な地域拠点づくりなどの事業

について、地方の事情を尊重しながら施設整備等の取組

を推進するための交付金を創設。

① ローカルアベノミクス、地方への人材還流、小さな

拠点形成などに資する、未来への投資の実現につな

がる先導的な施設整備を支援

② ＫＰＩを伴うＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の

「縦割り」事業を超えた取組

地方創生拠点整備交付金

事業概要・目的 事業イメージ

資金の流れ

○ 未来への投資につながる施設整備等を行うことによ

り、地方における安定した雇用創出、地方への新しいひ

との流れ、まちの活性化など地方創生の深化に寄与

期待される効果

具体的な
「成果目標（ＫＰＩ）」

の設定

「ＰＤＣＡサイクル」
の確立

28年度第二次補正予算 900億円（事業費ベース 1,800億円）
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○外国人旅行者の地方への誘客を図るため、複数の広域観光周遊ルートを認定し、関係省庁の施策を集

中投入するとともに、地域が推進する取組をパッケージで支援し、海外に強力に発信。

各ルートでの取組例
• マーケティング調査
•計画策定（専門家の招へい等を含む）
•観光資源の磨き上げ
•受入環境整備
（多言語表示、無料Wi-Fi環境など）

これまでの状況

平成２７年６月１２日に、７ルートを認定
平成２８年６月１４日に、４ルートを追加認定
（全国１１ルート）

①「アジアの宝悠久の自然美への道ひがし北・海・道」
（「プライムロード ひがし北・海・道」推進協議会）

②「日本の奥の院・東北探訪ルート」
（東北観光推進機構）

③「昇龍道」
（中部（東海・北陸・信州）広域観光推進協議会）

④「美の伝説」
（関西広域連合、関西経済連合会、関西地域振興財団）

⑤「せとうち・海の道」
（せとうち観光推進機構、
瀬戸内観光ルート誘客促進協議会）

⑥「スピリチュアルな島～四国遍路～」
（四国ツーリズム創造機構）

⑦「温泉アイランド九州 広域観光周遊ルート」
（九州観光推進機構）

⑧「日本のてっぺん。きた北海道ルート。」
（きた北海道
広域観光周遊ルート推進協議会）

⑨「広域関東周遊ルート「東京圏大回廊」」
（関東観光広域連携事業推進協議会）

⑩「縁の道～山陰～」
（山陰インバウンド機構）

⑪「Be. Okinawa 琉球列島周遊ルート」
（Be. Okinawa 
琉球列島周遊ルート形成推進協議会）

えん

平成２７年６月１２日認定（ ） 平成２８年６月１４日認定（追加）（ ）

•海外プロモーションの実施
•広域周遊ツアーの企画・販売
• その他広域での地域共通の取組 等

⑪
⑨

⑦

②

③

④

①

⑥

⑧

⑩

⑤

広域観光周遊ルート形成促進事業
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観光圏整備のイメージ

Ｂ市

Ｃ町

Ｄ村

Ｅ町

Ｆ町

Ｇ市

観光圏整備法(注)に基づき、自然・歴史・文化等で密接な関係のある観光地を一体とした地域
（観光圏）において、地域の関係者が連携し、幅広い観光資源を活用することにより、国内
外の観光客が２泊３日以上の滞在・周遊ができる観光地域づくりを促進する。
(注)観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律

認定を受けた観光圏に対する支援措置

滞在・周遊ができる
観光地域の形成【作成主体】

事業の実施主体が共同して作成
（観光事業者、宿泊事業者、交通事業者等による共同作成）

【実施内容（例）】

観光圏整備実施計画

●滞在コンテンツの充実
・体験メニューの作成 等

国土交通大臣認定

戦略的・一体的な
事業実施による

Ａ
市

※ 事業をマネジメントする体制 (観光地域
づくりプラットフォーム）の構築が必要

滞在・周遊を促進

観光圏の魅力向上に資する事業の実施計画

●宿泊魅力の向上
・おもてなし向上研修 等

●情報発信の充実・強化
・ワンストップ窓口の構築 等

○観光地域ブランド確立支援事業
計画策定、滞在コンテンツの充実、情報発信
等の事業に対し、補助を実施

○旅行業法の特例
宿泊施設において、着地型ツアーの販売
が可能

○社会資本整備についての配慮
取組と合わせて景観整備等を一体的に推進

観光地域ブランド確立支援事業（観光圏の整備）

●計画策定
・ブランドを確立するための
戦略 等

●移動の利便性の向上
・交通機関の共通パスの
作成 等

（これまでに１３圏域を認定） 海の京都観光圏

●ガイドの育成

事業実施例

地元のガイドが、舟屋の歴史や
暮らしを案内。

八ヶ岳観光圏

●体験メニューの作成

日本有数のすばらしい星空を鑑賞
することができる星空鑑賞滞在プ
ログラム。

○農山漁村活性化法の特例
農産品の直売所の設置等を支援対象とする
農水省交付金の申請手続きの簡素化 25



国

交付金（１/２）
都道府県
市町村

【対象事業】
①先駆性のある取組
・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体
の形成、中核的人材の確保・育成
例）ローカル・イノベーション、ローカルブラン
ディング（日本版ＤＭＯ）、生涯活躍のまち、
働き方改革、小さな拠点 等

②既存事業の隘路を発見し、打開する取組
・自治体自身が既存事業の隘路を発見し、打開する
ために行う取組

③先駆的・優良事例の横展開
・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

【手続き】
〇自治体は、対象事業に係る地域再生計画（複数年度
の事業も可）を作成し、内閣総理大臣が認定

○28年度からの地方版総合戦略の本格的な推進に向け、
地方創生の深化のための新型交付金を創設

①自治体の自主的・主体的な取組で、先駆的なものを
支援

②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来
の「縦割り」事業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく交付金とし、安定的な制度・運
用を確保

地方創生の深化のための新型交付金（地方創生推進交付金）（内閣府地方創生推進室）

２８年度概算決定額 1,000億円【うち優先課題推進枠227億円】（新 規）

（事業費ベース 2,000億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○先駆的な取組等を後押しすることにより、地方におけ
る安定した雇用創出、地方への新しいひとの流れ、
まちの活性化など地方創生の深化の実現に寄与

期待される効果

具体的な
「成果目標
（ＫＰＩ）」
の設定

「ＰＤＣＡ
サイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じる）

地方創生推進交付金（新型交付金）の概要
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